＜参考＞　根拠法令、関係法令等（感染症法、施行令、施行規則）からの抜粋、解説
【定期の健康診断】
（法第５３条の２）
労働安全衛生法第2条第3号に規定する事業者、学校の長又は矯正施設その他の施設で政令で定めるものの長は、それぞれ当該事業者の行う事業において業務に従事する者、当該学校の学生、生徒若しくは児童又は当該施設に収容されている者であって政令で定めるものに対して、政令で定める定期において、期日又は期間を指定して、定期の健康診断を行わなければならない。
（法第５３条の７）
健康診断実施者は、定期の健康診断を行ったときは、その健康診断につき、受診者の数その他厚生労働省で定める事項を当該健康診断を行った場所を管轄する保健所長を経由して、都道府県知事に通報又は報告しなければならない。
【定期の健康診断の対象者、定期及び回数】
（令１２条関係）
法第５３条の２第１項の規定により定期の健康診断を受けるべき者（対象者）、定期は次のとおり。
	施 設 区 分
	対 象 者
	実施回数

	① 病院・診療所・助産所・介護老人保健施設
	「従事者」
	年１回

	② 小学校・中学校
	「従事者」
	年１回

	③ 大学（短期大学含む）・高等学校・
高等専門学校・専修学校又は各種学校※１
	「従事者」及び「本年度入学した学生」
	年１回

	④ 社会福祉施設※２
	「従事者」及び「６５歳以上の入所者」※３
	年１回

	⑤ 刑事施設
	「２０歳以上の収容者」※４
	年１回


※１　修業年限が一年未満のものを除く。
※２　社会福祉法第２条第２項第１号及び第３号から第６号までに規定する施設。
※３　年度内に65歳になる者を含む。
※４  年度内に20歳になる者を含む。
【他で受けた健康診断の扱い】
（法第５３条の４）
受診者が、健康診断実施義務者の設けた期日又は期間満了前３か月以内に省令で定める技術的基準に適合する健康診断を他の医療機関で受診した場合医師の診断書、証明書等の文書を健康診断実施義務者に提出することにより定期の健康診断を受けた者とすることができる。
【定期の健康診断を受けなかった者】
（法第５３条の５関係）
受診できなかった理由が２か月以内に消滅したときは、その消滅後１か月以内に健康診断を受け、その内容を証明する文書を健康診断実施義務者に提出しなければならない。
【健康診断に関する記録】
（法第５３条の６、規則第２７条の４、法第５３条の６第２項関係）                
健康診断実施義務者は、実施した健康診断の記録を作成し又提出された他で受けた診断書等の記録について５年間保存しなければならない。
（１） 記載事項 
① 受診者の住所、氏名、生年月日及び性別　　　　② 検査の結果及び所見　　　　③ 結核患者であるときは、病名
④ 実施の年月日　　　　　　　　　　　　　　　　⑤ 喀痰検査、聴診、打診その他の検査を行ったときは、その所見
 （２） 他で受けた健康診断の記載事項 
前記事項に診断書の場合には診断した医師の住所（病院又は診療所で診療に従事している医師については当該病院又は診療所の名称及び所在地）及び氏名を加えること。 
 （３） 健康診断を受けた者から、その記録の開示を求められた場合、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。 
